



































































ところでy ー スの問題 は，法形 式上 賃 貸借契約 を とっ てい るに もかか わら
ず， 実質的 には売買 又は金 融取 引であ る ところ に存 在す る。 ファイナン ス・
リー ス産業 を発達 させた原因は, リー ス資 産 を利 用 す るユ ーザ ーの経済的 メ
リットが大 きい とい われる。その理 由 につ いて，JohnH.Myers は，次の10 項
目をあげ る(1)。1)
他の方法 で は入手出来 な い資産 の利 用獲 得2
） 一一時的 な必要性 を満 たすた め3
） 所有 に よる危険 を避 け るた め4
） 営業 の委託5)
原価把握 の明確性6
） 固定資産獲 得 に伴う制約 の回避7
） 租税優遇 を受 けてい るリース業 者 からリ- スす るこ とに よる不動産税の
排除8
） 購入又 は用役 の利 点獲 得9
） 租税節 約又 は租 税繰延 の利 点10
） 他の財務 的利点 の獲 得
この中で， 最 も大 きな利 点 は租 税節約 と財務的利 点で あ る。 すな わち， 実
質的 にぱ売買 又 は金融取 引 に もかか わ らず， オペ レ ーテ イング リ
て処理 する ところに，租 税及 び財務上 の最 大の メ リットがあ る。FASB
は，レ ッ シー（lessee）の立場 か ら，次 の4 つ の基準 の うち，どれか1
以上 を満 た す場合には, キャピタル ・ リー ス（capitallease ）として認識 し，
資産取 得 と負債計上 の会 計処理 を しなけ れば な らない とす る(2）。1
） リー ス物件 の所 有権(ownershipoftheproperty ）が, リー ス期 間終了
まで にレ ッシー(lessee ） に移転 す る。2
） そのリー スに割安購入選択権（abargainpurchaseoption) がつ いてい
る。・3
） リース期間が,実質的にリース物件の見積 経済年数(theestimatedeconomiclife
）の75 ％以上 であ る。4
） リー ス開始時 点 にお いて，レ ッサー(lessor) に よっ て支 払 われ る費用 を
除 いた最小 リー ス支払額 の現 在価値(thepresentvalueoftheminimumleasepayments
）カリ ―ス物件 の公正価値 額（投 資税額 控除があ れば それ

































乙 ス会社 が支 出 す る費用 を いう。）の額 の合計 額のio お む ね全部 を支弁 す るよ
うに定 め られてい るこ と。2
） リー ス期 間中 にお け る契 約 の解除 が禁 止さ れてい る こ と （解約 禁止条項
が ない契約で あっ て， 賃 借人 が契約違反 を した場合又 は解約 をす る場合 に
おいて， リー ス会 社が リー ス期 間の うち未経過の期間 に係 るリー ス料 の合
計 額のおお む ね全 部 に相 当す る金額 を賃借 人に対 して請求 す るこ とがで き
るこ ととされて い る もの を含 む。）
くこれら2 つ の要件 は, リー ス会 社 に とっ て物件 購入代 金 として支 払っ た金
額（投資額）を全額 リー ス期 間中 に回収 す るこ と（fulトpayout ）が前提 とな
っ ている取 引であ る。 こ れが， 仲介の リー ス会社で はな く直接 製造会社 か ら
リー スす る場 合 には， この関係 が より明 らかにな る。
そこで，同 「リー ス通 達」 は，上 記の2 つ の要件 を満 た し， さ らに次 の各
項且 に該 当す るリー ス取 引 は, リース物件 の引 渡時 点で売 買 と して認定 す る
とい う(1978年「リース通達」2 ）。1
） リース期 間の経 過後 に その リー ス物件 を無 償又 は名 目的 な対 価 に よ り賃
借 人に譲渡 す るこ と又 は無 償 と変 わらない名目的 な再 リー ス料 に よう て再
＼リ ミースす るこ とがy ー ス契 約 において定 め られでい る リー ス取 引 （契約 書
上 それらの こ とが明示 さ れて いないリー ス取引で あっ て， 事 実上， 当事者
間において それ らのこ とが予定 されてい ると認め られ る ものを含 む。）。2
） 土地，建 物，建 物 附属 設備又 は構築物 （建 設工事 等 の用 に供 す る簡易建
物, 広告 用の構 築 物等で 移 設が比較 的容易 に行 い得 る ものを除 く。）を対 象
とするリー ス取引。3
） 機械 装置等で， その主 要部分 が賃借人 にお け る用途， その 設置場所 の状
し
況等に合 わせ て特 別 な仕 様 に より製作さ れた ものであ るた め， リー ス会 社
が その返還 を受 けて再 び他 に賃貸 するこ とが困難であ っ て， その使 用可能
期 間を通 じて 当該賃 借人 にお いてのみ使用 される と認 め られ る ものを対 象
とす るリー ス取 引。4
） 建設工 事 の仮 設資 材 のよ うに賃 借人 にお ける使用又 は消 費 の状況 からみ
てリー ス物件 の特定 が不 可能 と認 められる もの を対象 とす るV ー ス取 引。5
）1 ）か ら4）まで に掲 げ るリー ス取引以外 のリー ス取引で， その リ- ス契約
において!i ー ス期 間カリ ー ス物件 の法定耐用年 数 に比 べ て相 当短 く定 めら
れ，かつ， リー ス期 間の 中途又 はリース期 間の経過後 に賃借人 が そのりー
6ス物件 を購 入す る権利 又 は義務 （購 入選択 権卜 を有 す る旨定 められてい る
もの （リー ス契 約 におい て， 賃借 人が購 入選択権 に基づ き当該 リー ス物件
を購 入す る場合 の対 価の額 が定 め られてい るリー ス取 引で， その対価 の額
が その リー ス物件 につ き法定耐 用年 数 を基 礎 とし て定額法 により計算 した
その売買 の時 におけ る未償却残 額 に相 当 す る金額以上 の金 額 とされてい る
ものを除 く。）。
但 し,「 その賃借人 におけ る当該 リー ス物件 と同一種類 のリー ス物件 に係 る
既往 の リー ス取引 の状況， 当該 リー ス物件 の性 質 その他 の状況 か らみて， リ
ー ス期 間の経過後 に当該 リー ス物件 が リー ス会 社 に返 還 さ れ， 又は廃棄 され
るこ とが明 らか な場合 には， その リー ス物件 に係 るリー ス取引 につい ては，
売 買 として取 扱 わないこ とがで き る。」（197絆「リース通達」2の前文）とあ るか ら，
契 約上 リー ス物件 の所有 がレ ッサ ー（lessor ）にあ るこ とを明確 にし，リー ス
物件 には所有権 を表 わすラベ ル を貼 り，ユ ーザ ー（lessee）に有 償又 は無 償 に
限 らず リー ス物件 の譲渡 をし ない こ とを契約上 明示 す れば，売買 として認定
さ れな いこ とにな る。
例 えば, リー ス期 間が5 年で, リー ス物件 の法 定耐用年 数11 年（定率0.189 ）,
リー ス料総額￥9,600,000 （年 額￥1,920,000 ），リー ス会 社の リー ス物件取 得
原価 ￥8,400,000 として，こ れを通 常の賃 貸借契 約 とし て認定 す る と"7. ザ
ー（lessee ）は，毎年￥1,920,000 の賃借料 を支払 い こ れを損金経理 し，リー
ス会 社（lessor) は賃 貸料 を益 金 として計上 し, リー ス物 件の減価償却 費を損
金 とし て計上 す るこ とにな る。 しかし， 実質 的 にみ れば，ユーザ ー（lessee）
ぱ√ リー ス物件 の選 定，機 能変更， 特 別仕様 か ら維持管 理 まで すべ て行っ て
お り， その意味で は実質的購 入者 と変 わ りは ない。 従っ て， 売買 と認定 さ れ
た場 合 には， 減価償 却費の損金計上 は, リー ス会 社で はな くユーザ ーがしな













































売買 としての要件 に該 当し ない リ- スで ， リー ス期 間がV ー ス物件 の法 定
耐用年数 に比 べて相当短 い場 合 には， リー ス料 の一 部 を前払 費用 として取 扱
う とす る(1978年「リース通達」3)。 その場合 の，相 当短 いか否 かの判断 は法定 耐
用年数の100 分 の70 に相当 す る年 数 を下 回 る期 間であ るか否 か によ る(1978年リ
ース通達)3(2))。 なお， 法 定耐用年 数 が10 年 を超 え る ときは100 分 の60 とな り，
一年 未満 の端 数は切 捨 てて判断 す る。
しかし， 前払費用 として認定 す るこ とは, リー ス期間 におけ る賃借料 と再
リー ス期間 におけ る名目的 な賃借料 を平均 化 し， 適正賃 借料 に基 づ いて損 金
額 を算定 しよう とす る ものであ るか ら，再 リ ース期 間が最初 か ら存在 しない
リー ス取 引 には適用で きない。
例 えば, 基本 リー ス期 間 が6 年, 基 本 リー ス期 間のリー ス料 が￥1,200,000,
再 リー ス期 間が3 年, 再 リー ス期 間の リー ス料 が￥120,000 ，リ- ス物件 の法
定耐 用年数が11 年であ れば， 相 当短 いリー ス期 間 に該当 する。 この場合， 税
務上の適耳デ|リース額はY840,000 となり,基 本リース期間においてぱ,毎年￥360,000























例えば，取得価額＼7,600,000, 帳簿価額￥6,745,000 （法定耐用年数8 年）














借 入 金 返 済1,600,0001,098,0001,223,5001,349,0001,474,500
6,745,000







































































































ス物件 につ き引取 りをす るこ とが明 らかな こ と。(4)
リー ス契 約 の中 に， 賃借人 が公正 な市場価額で リー ス物件 を購入す る旨
の条項( 公正市場 価額条項) が付 されてい ないこ と。
これらの要 件 の中で,(1)(2)(3)は通 常のフ ァイナン ス・ リー スの特徴であ り，(4)
は1978 年 リー ス通 達で は購入選択権の有無 を要件 とし ていた が， これに公
正 市場価 額 の概 念 を入 れた もので あ る。 ところで， これ らの4 つ の要件 を満
たす とい うこ とは， 実質的 にみ れば， ユ ーザ ー に所 有権 が移 転 してい るもの
と認識で きる。 公正 市場 価額条項 があ る とい うこ とぱ， 公正 市場価額が残 リ
ー ス価額 より も高 ければユ ーザ ーは購入 しないだろ うし， 公正 市場価額が残
リー ス価額 よ り低 け ればレ ッサ ーが売 却 しないだろ う という こ とが前提条件
として予定 さ れてい る。
そこで， 公正市 場価額 が付 さ れてい る場 合で も， 次 の すべ ての要件を満た
さ ない ときは， 公正 市場価額条項 が付 さ れていない もの として取 り扱 う とさ
れる(1988年「リース通達」1 注3)。
イ リー ス物件 の リー ス期 間終 了時 におけ る市場価 額 が残 価( リー ス料の算
定法 に当 たっ て取得価 額及び その取引 に係 る付随 費用 の額の合計 額の うち
リー ス料 として回収 しない こ ととした金額 を いう。)を上 回 る可 能性 が高い
と認め られ るこ と。
ロ 賃借人が リー ス物件 を購入する権利 若 しくは義務 を有 す る場 合 において，
当該権利 の行使若 し くは当該義務 の履行 をす る とき又 は賃 貸人 がリー ス物
件 を引取 る場合 の いず れにおい て も， 残価 と市場価 額 との差 額 につ いてい




























償却限度額21, 12, 016, 83,52813,258,57210 527 128 362 776 639 7925 274 124 2 2 4 3 319 8962 647 512
91,927,500
ファイナンス・リースの特殊性と税務会計上の認識13
〈 リー ス営業 社 又 は投 資 家 集 団 （Lessor ）〉


















































































め， 賃貸借の特殊 な形 態 とみ る。 その特殊性 とは， リー ス期 間中 に物件価 格
の概 ね全部 を回収 す るこ とが予 定 さ れてい るこ と（fulトpayout-method),
中途 解約禁止条項 があ るこ と， 中途解 約 の場合 には残 リ ー ス料 の全額 を回収
す るための特 殊 な損害違約 金 の特 約 があ るこ となどであ る。 この説で は， 特
殊 な賃貸借であ る と捉 え るが， 実は この特 殊性 は賃貸借 とは明確 に異な る要
件で あ るこ とを意識 していな い。
実質金融説 とは, リー ス料 は, リー ス会 社 （lessor ）のユ ーザ ー （lessee ）
への融資 に対 す る元利 金の均 等 分割 払 いで あ り, リース物件 は譲 渡担保物件
で あ ると捉 える。セール ・アンド ・ リー スバ ック（sale-and-leaseback ）に
お い ては， 明 らかに金 融取 引 として実質的 に捉 えるべ きで あ るが， 他の リー
ス取 引 において は確 かに金 融的側 面 があ るこ とを否 定で きないが， さ り とて
全てのリー スを金融取引 として認識 す るこ と も適 当で は ない。
実質割賦購 入説 とは, リー ス料 をユーザ ー（lessee ）の物件購 入代金 の分 割
払であ ると捉 える。所有権 が移転 しない のは, リー ス会社（lessor）のユ ーザ
ー(lessee ）に対 す る売却 債権 の担保物 件（所有権留保物 件）とみ る。物件 に
よっ ては，全て のリー ス物件 が, 最 終的 にユ ーザ ー に帰属 す るわけで はな い。
実際 の契約 にお いては，「リー ス通達」の影 響 もあ り，物 件 は必 ず リー ス会 社
に返 還す るよう契約上 明文化 さ れてい るもの もあ る。
実質的 にみ る と， リー ス取引 は明 らかに使 用権 を獲 得 してい るた め， 割賦
購 入したの と同様の経済 的効果 を有 し てい るこ とは確 かで あ る。 しか し， 契
約 の法的 実質性 か ら見 れば， 返 還 を条件 にしてい るこ と，又 中途 解約 によ り
物件 を返還 して も， 残 リー ス料 の支払 いが強制 さ れるこ とは， まさ に金融的
性格 が強い とい える。 に もか か わらず， リー ス物件 の占有的使 用 とい う経済
的実質 からみれば， この割賦 購 入説 はか な り有力 とい える。特 に， 税務会 計
公準 た る課税 の公平性 の要 請 に基づ く実質課税 の論理 か ら容認 さ れう る。
使用権設定 説によ る と， リー ス契 約 とは使用権又 は利 用権 に対 す る対価 の
分割 払であ る とす る。づ ー ス会社（lessor ）には，使用権 のない所有 権が成立
し，ユーザ ー（lessee ）には所 有権 の ない使用権が成立 す る。リー ス料 は，リ
ー ス会 社のユーザー に対 す る占有的 使用 のた めの物件購 入取 得価額 の対価 と
さ れ る。これは，法的形式 を 尊重 しなが ら，ユ ーザ ー（lessee ）の使 用権を資
産認識 し， リー ス未払金 を負 債 として認識 しよ う とす る もので あ る。



































とリース会 社で はあ るが, リー ス会 社の 目的 は実質的 には物件 の賃貸借で は
なく，投資金額の全額回収 にあるから,物件 に瑕疵 があって もリー ス会社（lessor）
が責任を負 わな い とい う免 責条項 を契 約上 設定す る。
リー ス契約 にお いて は，「物件 の引 渡 しを受 けた後, 所 定期 限 まで にこ れを
検 査 した上， 右物件 に瑕疵 あ るときは， これを直 ちに貸 主 に通知 し，或 は貸
主 に交付 すべ き借受証 に その 旨を記載 した場合 にお いて は， 貸主 は貸与物 件
の売 主に対 す る損害賠 償請求 権 を借主 に譲 渡 するが，借 主 が右通 知 を怠 っ た
ときは，物件 は完全 な状態で 引渡 さ れた もの とみ なさ れ， 借主 は以 後一切 の
苦 情を述べ るこ とがで きない。 物件 の隠 れた瑕 疵 につ い て も同様で あ る／7）」
リー ス契約 にお いては， この よ うに物件 の瑕 疵 につ い では， リー ス会 社が
買主 た る損害賠 償請求 権 を行使 せず， こ れを借受証 に記 載 した場 合 のみ， 借
主 に買主 たる損 害賠 償請求権 を譲渡 す る条項 がみ られ る。 この こ とは， 実質
的 にみれば， リー ス会 社 ぱ物 件 の所有権 者た る損害賠償 請求 権 を最 初 か ら放
棄 してい るこ とを意味 す る。従っ て，物件瑕疵 に対 す る損 害賠 償 について は，
借主(lessee ） が直接 物件提供 者 （manufacturerordealer ） と交渉 しな け
れば ならない こ とか らみ れば， 経済的 実質上 レッシー は， リー ス物件 を購 入
したの と同 じであ り， リー ス会 社 は物件購 入の融資 をした こ とに なる。 その
意味で中途 解約禁 止条項 の存 在 も首肯で きる。
ところで， 問題 は，所 定 の借受 証 に記載 のない場合 に は， リー ス物件 が完
全 な状態で 引渡 さ れた もの とし て， リース会 社が一切 の 責任 を負 わない とい
う免責特約 が， 法契 約上 有効 か否 かであ る。 リー ス物件 の瑕疵 が判 明 し，使
用不能の場 合， 当然 なが ら契約 内容 に違反 す るわけで あ るか ら， 借主は賃貸
借契約であ れば何時 にて も契約 解除を請求で きる（民法617）。もし，売 買であ れ
ば, 隠れた る瑕 疵 あ りた る ときは売主 に瑕疵担保 責任 が生 じ（民法570） 商法で
は隠 れた る瑕疵 につ い ては6 ヵ 月以 内の通知 の規定があ るが， 悪 意のあ る売
主 には適 用さ れない旨 の規定 があ る（商法526）。
これに関 して次 の よ うな判例 があ る。 借主 は， 電算機 シ ステ ム一 式 をリー
ス物件 としてV ー スしたが， 途 中で 故障が多 く瑕疵 のあ るこ とが判 明 した。
そこで，借主 は リー ス会 社 に解 約の申入 れをし, リー ス会 社 は こ れを受 けて
契 約を解除 した。 しか し， 原告 リー ス会 社 は，契約解 除 によ る約定 損害金 と
遅延損害金 （年15 ％) の支 払命令 を東京地裁 に提訴 した。



































件 とした。 しかし， その装置 は採算 が とれ る もので なか っ たので，借主は保
守管 理 も行 わず その まま放置 した。 リー ス契 約で は, リー ス期 間60 ヵ月, リ
ー ス料 月額118 万7,000 円で あった。
リー ス契約 後,1 年2 ヵ月後 か らリー ス料 が支払 われ な くなった ので， リ
ース会社 は契 約 を解 除 し， 債務不 履行 による損 害賠 償請求 訴 訟を起 こした。
被告 の主張 は，リー ス物件 の価額が せいぜ い1,000 万 円程 度で あ るこI, その
物件価値 と利 息制 限法 を適用す ると，既 に元 利 合計 は支 払っ てい るこ と， 他
の連帯保証 人 は， 当初5,500 万円 と信じ ていた物件 が 実 は1,000 万円程度であ
っ たこ との錯 誤，及 び署名の段階で金銭 貸借契 約 との錯 誤 がめっ たこ とを主
張 し，契約 の無 効 を主張 した。
これに対 し， 判決 は，契 約時6 年前 の製造時で 「当時 の価 格は二， 八〇〇
万 円前後 と推 認で き る。 してみ る と，昭 和五 二年 当時， 本件物 件 をリース物
件 として， リー ス料総額七， 一二二万円， 規定 損害金 の基 本額五，五 〇〇万
円 とするような リー ス契約 が締 結 され るこ とは， とうてい正 常な取 引 とい え
ないい9)」 とし， 原告 の請求 を棄 却 した。
七かし,し この判決 は， リー スの実質性 を看 過 した もので あ り， レ ッサーの
目的カリ ー ス物件 に関係 なく投資額の全額回収 にあ るこ とを見 過ご したため，
誤っ た判断 を し てし まっ た。 この リー ス契約 は， 最初 か ら金銭 貸借契 約を秘
匿 す るための契約 で はあっ たが， 法的 に も又 経済 的 に もその実質 は金銭貸借
契約であっ た と解し なければ な らない。
このよ うに リー ス取 引 は，法形 式上 は賃貸 借契 約 を とっ てぱい るが， 実質
的 には金融機 能 と売買機 能 を と もに有 す る複雑 な取引で あ る。 リー ス物件 に
瑕疵 がな く， リー ス料 が リー ス期 間満了時 まで滞 りな く支 払 わ れる限 り，ユ
ーザ ー もレ ッサ ー も賃貸借であ るこ とを強調 す る。 しか し, リー ス期 間の途
中で契約が解 除 さ れる と， レ ッサー は免責条項 を盾 に金 融的側面 を強調 し，
レ ッシーは賃 貸借であ り免責条項 ぱ無効であ る と主張 す る。 多 くの判例 は，
法 的 実質か ら判 断 して リー スの賃貸借性 を否 定 七金融性 に基 づ いた判断 をし
てい るとい える。
税務会計学 は，法形 式 に依存 した会 計処理 を前提 とし，法 的 実質性 も勘案
しなが ら，真 実・公正 な課税所得 を認識 ・測 定 し よう とす る。 かか る税務会
計 認識 にお いて，認識基準 とし て作 用す るの ぱ，「実質 主義」で あ り，その認




4 。租税 法律主義か らみ た通達 課税の問題点
会計 の認識基 準 とし て，「企業 会 計原則」ぱ，発生主義 及 び実現主 義を提 唱
してはい るが， 発生 主義 は個 別 認識基準 としては不適格で あ り， 実現主 義 は
もっぱ ら未 実現利 益 を排 除 す る基 準 として位 置づ け られてい るた め，会 計認
識 の要件 とし て経済 的 実質の思 考が み られない。J 。 。
少 なくて も経済的 実質 思考（substanceoverform) の判断 要件 が ない限 り，
会計上利 用権 を貸借対 照表 に資産 として計上 しよ うとす るい かな る基準 も生
まれ得 ない。故 にわが国 の会 計 実務上， ファイナン ス・リー スで あっ て も賃
貸 借 とし て処理 す る慣 行 が定 着 し てい る。 こ れに対 す る唯一 の歯 止 め として
作 用し ているのは,1978 年及 び1988 年の 「リー ス通達」 で あ る。
「リー ス通達」 によ り, リー ス業 界 に自粛が起 こ り， 節 税の みを 目的 とす
る極端 な リー ス契 約 は影 を潜 め るにい たっ た。 その意味 で， わが国 のリー ス
産業 に多 大の影響 を与 えてい るこ とは事実であ る。しか し，「リー ス通達」 も
また税務会計 学 か らみ れば， 認識 要件 の設定 に問題 があ る。 つ まり，実質 的
に判断 しなけ れば な らな い ところ を， 形式基準 を もっ て 認識 要件 を設定 して
し まっ た こ とで あ る。 従 っ て， この形式基 準 を外 すた めに新 た な且 つ 複雑 なく
リー ス契約 を次 か ら次 と生 じ さ せ るこ とになっ た。 た とえば， レバ レ ッジド
・ リー ス（leveraged-lease ），メン テナン ス・ リー ス（maintenance-lease ）,
パ ッケジド ・ リー ス （packaged-lease ） な どで あ る6 づ
さらに，「リー ス通達 」は，フ ァ イナン ス・V ー スを実質 的 に認 識 しよ う と
す るので はな く， リー スを オペ レ ーティング・ リー ス と捉 えに オペ レー ティ
ング ・リースの中か ら， 一 定 の形 式 要件 を満たす ものを売 買て は金 融取引 と
して認定 しよ う とす る。 税 務会 計 学 におけ る実質課税 の論 理 か らい えば， リ
ー スをファイナン ス・ リー ス とし て捉 え， リー ス と認識 するた めの要件 を経
済 的実質 の観点 か ら設定 しな け れば な らない。
税務通達 は， 税務行政 上 の示 達で あ り納 税者 を拘束 す る もので はない し，
裁判 にお け る判断 論拠 ともな り得 ないが， 税務 行政上 この よう に扱 うとい う
行政判断 が公表 さ れ るこ とに よ り， 一定 の抑 止力があ る と共 に税 務行政上 の
慣行 として定着 す る虞 があ る。 とい うめは，「現実 の税務 行政 は，通 達を根拠
ファイナンス・yースの特殊性と税務会計上の認識21
とし て行 われてい るか ら，納 税者 の方で 争 わない限 り， 通達 に従っ て処分 が
確 定 す 心。 すな わち，通達 は， 事 実上 国民 を拘 束 し，法 源 と同様の機能 を働
か し てい る。(10)
しかし， こ れは税務会計公 準た る租税法 律主義 に違反 す るこ とは明 らかで
あ る。税務会計 学上 の認識 は， 真実 ・公正 な課税所 得を計測 す るた めに実質
課税 の論理 に基づ くべ きこ とを基本 とす るが， 実質 課税 に名 を借 りた税務官
庁 の独断的・恣 意的判断 を擁 護 す る もので はな い。 税務 行政上， 実質課税 に
よ る認定をす るた めには， 当該 課税要件 が租 税法上 明文化 さ れてい るこ とを
必要 とする。 こ れが租税要件明確 主義で あ る。
通 達 には，法 令 の解釈又 は運 用の基 本的事項 につ き一 般的取 扱方針を定 め
た解 釈通達た る「基本通達」 と， 特 定 の個 別 問題 につ い て租税上 の取 扱を周
知 徹底 させ るた めに発遣 さ れる 「個 別通 達 」 とがあ る≒ 「 リー ス通達」 は，
後 者 の「個別 通達」 に該 当す る。 個 別通 達が， 具体的 に税務 指針 として作 用
す るためには， その根拠 が租 税法又 は租 税慣習 に存在 し， その一定の枠 の中
で の確認的示達で なけ れば な らないレ1978
年7 月20 日，「リー ス取引 に係 る法 人税 及 び所得税 の取扱 いについ て」
とい う個別通達 が発遣 さ れた。この通達 の発遣 趣 旨 につ いて同通 達は，「現在
広 く一般 に行 われてい るい わゆ るファ イナン ス・ リー スにつ い ては， その経
済的 実質 にお いて一般 の賃 貸借 と異 な る面 を有 してい る ところか ら， これを
一般 の賃貸借 と同様 に取 扱う こ とに課 税上弊害 のあ るもの も認 められるので ，
個 々のリー ス取 引 の経済的 実質 に応 じ て これを売買取引 等 として取 扱 うこ と
とし，その処理 の統一を図 るこ と とした もので あ る。」（1978年「リース通達」（趣旨））
と， 述べ る。
しかし， 課税上 いかな る弊害 が あ るかの具体 的認識 もな く， ファ イナン ス
・ リー スの明確 な定義 もない まま，通 達 を根 拠 にして課 税当局 が賃 貸借取引
を否 認し売買等 として税務認定 し， その認定 に基 づ き課 税す るこ とは可能で
あろ うか。否，これは，「現 行 の租税 を変更 す るには，法 律又 は法律 の定 め る
条件 によ るこ とを必要 とす る。」（憲法84）とい う憲法 に明 らかに違反 す るとい わ
な け れば ならない。 もっ とも， 企業 会計上 公 正 な会 計基 準 とし てリー ス取 引
の会 計処 理が定着 し， それを税務 行政上 におい て も容認 す るとい う場合 は そ
の限 りで はないが，既 に触 れた ように同 じ経 済的 実質主 義 が強調 さ れて も，



































て か ら，14 年 も経 っ て い る に もか か わ ら ず， 通 達 課 税 で あ る との国 民 的 批 判
が生 まれ て い な い こ とに も問 題 が あ る とい わ な け れば な ら ない 。
おわりに
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